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 大規模公開オンライン講座による教育改革 
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 2014 年 4 月に日本でも、インターネッ

ト上で大学の講義を無償で視聴出来る

MOOC (Massive Open Online Course：大

規模公開オンライン講座)がスタートし

ました。旗振り役である日本オープンオ

ンライン教育推進協議会(以下、JMOOC)

は、MOOC の普及に向けて参加大学の増加

や講座数の拡大に取り組んでおり、受講

登録者数が 6 万人を超えるなど、注目が

集まっています。 

 
海外での MOOC 普及の背景 

 
2001 年に米マサチューセッツ工科大学

(以下、MIT)が講義の動画や講義ノート

をインターネット上で無償で配信するオ

ープンコースウェアを開始しました。そ

の後 2010 年に、講義の視聴のみの学習

には限界があると考えた MIT やスタンフ

ォード大学は、視聴した講義を題材とし

てグループワークを実施するほか、一定

条件を満たした受講者に対し修了証を発

行するなど、新たな教育形態である MOOC

の展開を始めました（図表）。 

MOOC は一流大学の有名講師による講義

を無償で受講出来ることが評価され、米

国を中心に拡大しています。一つのプラ

ットフォームに複数の大学が参加し、多

彩な講義を配信出来る点もこれまでのオ

ンライン教育とは異なる特徴で、現在の

受講者数は全世界で 1,000 万人を超え、

アジアでも韓国や中国などで MOOC を活

用した教育が普及してきています。 

 

 

図表 主な MOOC 
概要

Coursera
スタンフォード大学の教授が設立した
ベンチャー企業で、受講者数は400万人以上。
東京大学が参加

edX
MITとハーバード大学の共同出資により設立。
京都大学が参加

Udacity
スタンフォード大学の教授が設立した
ベンチャー企業

FutureLearn 英国のオープン・ユニバーシティが所有

Khan
Academy

ビル･ゲイツ氏も支援する教育NPO

(資料)総務省｢情報通信白書｣を基に弊行作成  
 

MOOC 推進の目的 

 

教育面の目的としては、①質の高い講

義を数多く提供し幅広い学習ニーズを支

援すること、②教育環境が十分とは言え

ない途上国も含め、国を越えて優秀な人

材を発掘・育成すること、③利用者の学

習履歴からなるビックデータを分析し効

率的な学習方法を確立すること、などが

挙げられます。 

また、自国と他国の関係強化に活用す

るとの考えもあり、例えばスペインは、

スペイン語圏である中南米の教育水準向

上を図り、将来の経済発展及び自国との

ビジネス拡大に繋げるとの思惑から、同

地域において MOOC を推進しています。 

 

JMOOC 設立の経緯 

 

米国を中心に参加大学・利用者が拡大

してきた MOOC は、基本的に英語による

講義を配信しているため、日本の大学お

よび利用希望者にとって言語の違いが参

入・利用に際しての大きな障壁になって

いるとみられます。2013 年には東京大学

が「Coursera」、京都大学が「edX」に
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それぞれ参加していますが、他国に比べ

ると MOOC の普及が遅れている状況にあ

ります。 

こうしたなか、学習意欲の高い学生や

社会人から、日本語による優れた講義の

配信を求める声も多く、日本独自の MOOC

が必要との考えを持った有識者や企業に

より、2013 年 10 月に JMOOC が設立され

ました。 

なお、米国の主要な MOOC が大学ある

いはベンチャーキャピタルからの出資に

より運営しているのに対し、JMOOC は産

学での協働事業として主要大学および教

育・通信・メディア業界などの企業の連

合による事業運営を行っています。 

 

日本の大学教育への影響と普及への課題 

 

MOOC の利用者は興味あるテーマを自由

に視聴出来るため、従来の大学間の比較

から講義ごとの比較へと競争環境が変化

し、有名大学の講義でも人気を得られな

ければ学内などでより厳しい評価を受け

る可能性があります。また、MOOC で講義

を受講・修了したことに社会的価値があ

ると認められるようになると、大学に通

う意義自体が見直され生徒数の減少に繋

がるとの見方もあります。 

日本で MOOC の普及を実現するには、

質の高い講義を数多く配信することが不

可欠となりますが、上述の通り、大学側

にとってマイナス面が無いとは言えませ

ん。したがって、JMOOC が大学側に MOOC

の有用性に対する理解を求めつつ、両者

が連携して、①学生がディスカッション

やグループワークを実施する場所として

の、大学の価値見直し、②多くの受講者

に支持される講義の配信が大学の知名度

向上・学生数増加に繋がる仕組みの検討、

③講義の修了証有料化などによる大学側

の収益確保、などに取り組んでいく必要

があるとみられます。 

 

今後の展望 

 

JMOOC では、現状約 20 校にとどまって

いる提携大学を 2014 年度中に 100 校ま

で拡大するとの目標を掲げており、講義

の充実を背景に受講登録者が増加すると

の見方もあります。 

各講義は原則無償で配信されるものの、

より深く学習したいとの意向を持つ受講

生を対象に有料の対面型授業も始まって

おり、動画講義と対面講義を組み合わせ

た教育形態が普及することで、学習内容

の理解度向上に繋がるものと期待されて

います。 

海外展開についてみれば、JMOOC が運

営するプラットフォームや配信する講義

をアジア諸国向けにも展開しつつ、日本

に対する関心を醸成し、日本への留学生

や日系企業への就職希望者の増加に繋げ

ることも検討されています。なお、アジ

アは国によって言語が異なるため、配信

する講義の吹き替えや字幕の表示を国別

に対応することが課題とみられます。 

大学はもちろん、人材育成や外国人雇

用といった面で、企業からの関心も高い

と考えられる取り組みであり、今後の動

向が注目されます。       (岡) 


